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道に関する協定書

特定行政庁　
府中市長　　様
　　年　　月　　日
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　　　　　　　　　　　　　　（代表者）　住所
氏名　　　　　　　　　　　印

電話
私たち関係権利者（道の部分の土地の所有者等及び管理者）は、建築基準法第４３条第２項第２号の許可を受けるため、本協定書を締結しましたので提出します。
１　協定する道の地名地番

府中市
２　協定する道の幅員及び延長

　　　　　　　　　　(1)幅員　　　　　メートル、　(2)延長　　　　　メートル

３　協定書締結年月日

　　　　　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日

４　協定する内容

　(1)　協定する道は、境界石等で明確にした別添図面のとおりとし、道の部分は、新たに建築物、門、塀等は築造せず、道路状（車両等の通行可能な状態）に維持管理を行う。

　(2)　協定する道の部分は、新たに建築物を建築する時に道路状とし、不動産登記簿上の地目を公衆用道路として分筆登記する。また、分筆により生じた道の部分の地番についても、本協定に承諾されたものとする。

　(3)　協定する道のみに接する敷地に建築する建築物は、地上２階・地下１階までの一戸建ての住宅又は二戸長屋とする。

　(4)　協定する道は、今後関係権利者において建築基準法第４２条に規定する道路とするよう努める。又、将来、道の幅員に相違が生じた場合には再度関係権利者において協議する。

　(5)　土地・建物の権利（所有権等）を移転する場合は、新たな権利者（所有者等）に本協定事項を書面にて継承する。
(6)　本協定の締結が得られなかった関係権利者がいる場合は、協定書提出後においても関係権利者全員の同意を得て、全員の協定が締結できるよう努める。

　(7)　協定する道が、将来、建築基準法第４２条に規定する道路になった場合は、本協定書はその効力を失う。
（捨印欄）
関係権利者（道の部分の土地の所有者等及び管理者）

※印鑑証明書添付　　　　

